
近
畿
地
方
本
部
は
、
２
０
２

４
年
度
「
賃
金
・
生
活
実
態
ア

ン
ケ
ー
ト
調
査
」
を
実
施
、
集

約
し
ま
し
た
。
前
年
度
調
査
で

は
２
８
９
名
分(

79
・
6
％)

で

し
た
が
、
今
年
度
は
２
２
３
名
、

組
織
全
体
の
71
・
9
％
が
回
答

し
ま
し
た
。
組
織
人
員
は
減
少

し
ま
し
た
が
、
70
％
以
上
の
回

収
率
で
し
た
。

回
答
者
の
平
均
年
齢
は
全
体

で
57
・
1
歳
、
会
社
別
で
西
日

本
会
社
は
60
.
9
歳
、
貨
物
会

社
は
44
・
6
歳
と
な
っ
て
い
ま

す
。

毎
月
の
赤
字
額

平
均
３
４
，
５
５
３
円

「
赤
字
が
あ
る
」
と
回
答
し

た
方
は
（
62
・
6
％
）
で
、
回

答
者
の
平
均
赤
字
額
は
３
０
,

６
１
１
円
（
西
日
本
…
３
４
,

０
６
９
円
、
貨
物
…
３
５
,
７

１
４
円
）
で
し
た
。
赤
字
が
あ

る
と
回
答
し
た
方
の
多
く
は
期

末
手
当
の
充
当
や
預
貯
金
を
取

り
崩
し
て
い
ま
す
。

節
約
の
3
大
要
素
は

旅
行
・
レ
ジ
ャ
ー
（
62
％
）

外
食
（
55
％
）

衣
類
（
44
％
）

家
計
の
状
況
で
節
約
を
図
っ

て
い
る
項
目
（
複
数
回
答
可
）

は
、
「
旅
行
・
レ
ジ
ャ
ー
」

（
61

・
7
％
）
、
「
外
食
」

（
54
・
9
％
）
、
「
衣
類
購
入
」

（
44
・
1
％
）
が
上
位
３
項
目

と
な
っ
て
い
ま
す
。
夏
季
手
当

の
使
途
（
複
数
回
答
可
）
は
、

「
生
活
の
補
填
」
（
62
・
5
％
）
、

「
預
貯
金
」
（
45
・
9
％
）
、

「
ロ
ー
ン
返
済
」
（
20
・
4
％
）

と
な
っ
て
い
ま
す
。
生
活
改
善

項
目
（
複
数
回
答
可
）
は
、

「
税
金
・
社
会
保
険
の
軽
減
」

（
54
・
5
％
）
、
「
賃
金
・
労

働
時
間
の
改
善
」
（
49
・
2
％
）
、

「
医
療
問
題
」
（
24
・
6
％
）

が
上
位
３
項
目
と
な
っ
て
い
ま

す
。定

年
退
職
後
の
再
雇
用
に
つ

い
て
、
ほ
と
ん
ど
の
方
が
賃
金

面
や
健
康
面
と
向
き
合
い
な
が

ら
仕
事
を
し
て
い
ま
す
。

約
40
％
が

「
ゆ
と
り
が
な
く
な
っ
た
」

ま
た
新
型
コ
ロ
ナ
ウ
イ
ル
ス

感
染
拡
大
に
伴
う
家
計
の
変
化

を
調
査
し
た
結
果
、
「
か
な
り

ゆ
と
り
が
な
く
な
っ
た
」
（
9・

9
％
）
、
「
や
や
ゆ
と
り
が
な

く
な
っ
た
」
（
29
・
8
％
）
、

「
特
に
変
化
５
５
８
／
そ
の
他
」

（
49
・
3
％
）
と
な
り
、
ア
ン

ケ
ー
ト
回
答
者
の
約
４
割
（
84

名
）
が
家
計
に
変
化
が
あ
る
と

回
答
し
て
い
ま
す
。

賃
上
げ
要
求
額
（
生
要
求
）

平
均
で
３
５
，
５
５
８
円

賃
上
げ
要
求
額
は
平
均
で
３

５
,
５
５
８
円

（
西
日
本
３
３
,

９
７
４
円

、
貨
物
４
０
,
０
０

０
円
）
と
な
っ
て
い
ま
す
。

西
日
本
会
社
は
ベ
ア
４
，
５

０
０
円
、
夏
季
手
当
は
２
・
６

箇
か
月
、
年
末
手
当
は
２
・
６

箇
月(

年
間
臨
給)

の
低
額
回
答

を
し
て
き
ま
し
た
。

(

貨
物
会
社
は
11
月
14
日
、
年

末
手
当
に
つ
い
て
１
・
６
２
箇

月
の
回
答
。)

24
春
闘
は
、
１
７
，
０
０
０

円
の
賃
上
げ
、
夏
期
手
当
３
・

0
カ
月
、
年
末
手
当
３
・
０
カ

月
を
要
求
し
、
地
本
は
西
日
本

本
社
・
貨
物
関
西
支
社
前
行
動

に
１
５
０
名
で
参
加
し
ま
し
た
。

各
社
は
経
営
計
画
を
最
優
先

に
し
、
物
価
高
騰
に
見
合
わ
な

い
低
額
回
答
を
し
た
こ
と
は

「
社
員
犠
牲
の
施
策
」
と
し
か

い
え
ま
せ
ん
。

所
属
組
合
に
関
わ
ら
ず
、
労

働
者
全
体
の
課
題
と
し
て
来
春

闘
に
向
け
て
職
場
・
地
域
か
ら

総
決
起
し
、
25
春
闘
に
向
け
て

力
を
合
わ
せ
る
こ
と
が
重
要
と

な
っ
て
い
ま
す
。

【
近
畿
地
本
調
査
部
】

Ｊ
Ｒ
西
日
本
は
11
月
1
日
に

第
2
四
半
期
決
算
を
公
表
し
ま

し
た
。
連
結
決
算
は
４
期
連
続

の
増
収
増
益
で
あ
り
、
営
業
収

益
は
８
１
１
３
億
円
（
前
年
同

期
７
６
９
９
億
円
）
営
業
利
益

は
１
０
４
７
億
円
（
前
年
同
期

１
０
６
２
億
円
）
経
常
利
益
９

８
５
億
円
（
前
年
同
期
９
８
４

億
円
）
純
利
益
６
９
７
億
円

（
前
年
同
期
６
７
１
億
円
）
と

な
り
ま
し
た
。
２
０
２
４
年
度

通
期
予
想
は
、
営
業
収
益
１
兆

７
１
８
０
億
円
（
８
２
９
億
円

増
）
、
営
業
利
益
１
７
０
０
億

円
（
９
７
億
円
減
）
、
経
常
利

益
１
５
５
５
億
円
（
１
１
８
億

円
減
）
、
純
利
益
１
０
０
０
億

円
（
１
２
億
円
増
）
と
大
幅
な

回
復
を
見
込
ん
で
い
ま
す
。

回
復
し
て
き
た
利
益
を
内
部

留
保
に
積
む
の
で
は
な
く
今
こ

そ
労
働
者
へ
還
元
し
、
モ
チ
ベ
ー

シ
ョ
ン
を
高
め
る
こ
と
が
経
営

陣
の
責
務
で
す
。
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知

２０２４年「賃金・生活実態アンケート調査」結果

国労近畿地本
2025年団結旗びらき
１月11日（土）

国労大阪会館

11:00 労働講座

講演「労働時間について」加苅 匠 弁護士

「障害休暇の取り方について」西園 重美 氏

12:40 団結旗びらき

来賓挨拶・うたごえ・25春闘に向けて （予定）

回
復
し
た
利
益
を

労
働
者
に
還
元
せ
よ

訂
正
と
お
詫
び

前
号
で
、
来
賓

こ
く
み
ん
共
済
コ
ー
プ
大

阪
推
進
本
部
大
阪
市
東
推
進
課

田
口
係
長

は
、
上
床
係
長
の
誤
り
で
し
た
訂
正
し
、
お
詫

び
い
た
し
ま
す
。



11
月
14

日

貨
物
会
社
は

「
２
０
２
４
年
度
年
末
手
当
の

支
払
い
に
関
す
る
申
し
入
れ

（
闘
申
第
６
号
）
」
に
対
す
る

回
答
を
行
な
い
ま
し
た
。

年
末
手
当
の
支
払
い
を
「

基

準
内
賃
金
の
１
・
６
２
か
月
分
」

な
お
、
55
歳
に
到
達
し
た
社
員

の
扱
い
に
つ
い
て
は
「
従
前
ど

お
り
」
と
し
て

支
払
日
は
12
月

６
日
と
の
低
額
回
答
を
行
い
ま

し
た

。

貨
物
会
社
は
２
０
２
４
年
度

中
間
決
算
に
つ
い
て

物
価
上
昇

に
よ
る
個
人
消
費
の
低
迷
で
、

全
般
的
な
荷
動
き
は
鈍
く
、
国

内
総
輸
送
量
が
伸
び
悩
む
中
、

昨
年
度
決
算
よ
り
▲
21
億
円
下

回
る
▲
32
億
円
の
経
常
赤
字
と

な
っ
た
。
と
厳
し
さ
を
前
面
に

出
し
て
い
ま
す
が
、
昨
年
よ
り

収
入
増
で
あ
り
、
通
期
見
通
し

も
回
復
傾
向
と
し
て
い
る
中
、

昨
年
実
績
に
届
か
な
い
低
額
回

答
は
認
め
ら
れ
ま
せ
ん

。

物
価
高
騰
に
よ
る
社
員
の
生

活
は
厳
し
い
状
況
に
あ
り

期
末

手
当
は
生
活
給
と
な
っ
て
い
る

こ
と
は
会
社
も
認
め
て
い
ま
す
。

職
場
で
は
社
員
に
還
元
し
な

い
貨
物
会
社
の
姿
勢
に
将
来
の

不
安
を
感
じ
、
退
職
を
決
断
し

て
い
る
社
員
が
増
え
、
今
や
歯

止
め
が
か
か
ら
な
い
状
態
と
な
っ

て
お
り
、
職
場
で
は
要
員
不
足

に
陥
っ
て
い
ま
す
。

私
た
ち
に
と
っ
て
期
末
手
当

は
生
活
給
で
あ
り
、
１
・
６
２

か
月
と
す
る
低
額
回
答
は
生
活

改
善
に
は
ほ
ど
遠
い
も
の
と
な
っ

て
い
る
こ
と
か
ら

到
底
認
め
ら

れ
ま
せ
ん
。

12
月
6
日
、
Ｊ
Ｒ
東
日
本
は

２
０
２
６
年
３
月
に
運
賃
を
引

き
上
げ
る
申
請
を
し
た
と
発
表

し
ま
し
た
。
２
０
２
５
年
３
月

に
は
、
Ｊ
Ｒ
北
海
道
、
Ｊ
Ｒ
九

州
が
運
賃
値
上
げ
を
実
施
す
る

こ
と
が
決
ま
っ
て
い
ま
す
。

ま
た
、
Ｊ
Ｒ
グ
ル
ー
プ
は
各

種
乗
車
券
の
割
引
き
を
無
く
し

た
り
、
利
便
性
を
低
下
さ
せ
て

い
ま
す
。
12
月
2
日
に
、
往
復

乗
車
券
、
連
続
乗
車
券
の
発
売

を
２
０
２
６
年
３
月
に
終
了
す

る
と
発
表
。
青
春
18
き
っ
ぷ
に

つ
い
て
も
、
一
冊
５
回
分
で
、

1
回
分
で
一
日
ど
こ
ま
で
も
利

用
で
き
、
複
数
人
で
利
用
で
き

ま
し
た
が
、
連
続
す
る
５
日
間

（
３
日
間
も
あ
り
）
利
用
、
本

人
の
み
の
利
用
と
な
り
ま
し
た
。

利
用
者
か
ら
は
、
「
改
悪
だ
」

「
裏
切
ら
れ
た
」
「
連
続
５
日

の
休
み
な
ど
取
れ
な
い
」
な
ど

の
声
が
出
て
い
ま
す
。

Ｊ
Ｒ
各
社
は
、
駅
の
無
人
化
、

委
託
化
、
み
ど
り
の
窓
口
廃
止

な
ど
サ
ー
ビ
ス
、
安
全
性
の
低

下
を
続
け
て
い
ま
す
。

第２３６号 国労近畿 ２０２４年 １２月１５日 メールアドレス nru.kinki-06@lagoon.ocn.ne.jp

会 社 別 本年度実績 昨年度実績

貨 物 １.６２ヶ月 １.６３ヶ月

西 日 本 ２.６０ヶ月 ２.１ヶ月 一時金20万円

東 日 本 ２.８０ヶ月＋0.1ヶ月 ２.６５ヶ月＋0.1ヵ月

東 海 ３.００ヶ月 ２.９５ヶ月

北 海 道 ２.００ヶ月 １.９４ヶ月

四 国 1.８８ヶ月 １.６５ヶ月

九 州 ２.５５ヶ月 ２.３０ヶ月＋０.２ヵ月

西 ロ ジ 1.６７ヶ月＋5000円

ＪＲ西バス ２.００ヶ月 １.５５ヶ月

11月23日（土）、近畿地本は、「近畿地本 学習会 」を

国労大阪会館にて開催し、２５名の仲間が参加しました。

第１部は、会館労働講座

「地域交通のあり方を考え

る 」と題して、可児紀夫氏
か に 　のりお

（愛知大学地域政策学研究

センター研究員）から講演

を受けました。

○地域の足としての鉄道、

生きていくための鉄道を残

さなければならない

○利用しやすいダイヤ設定、

利便性の良いネットワーク

を構築した上で、国、自治体、鉄道会社、バス会社の総意

で新たな段階を考えるべき。１，なぜこのように交通が不

便な地域社会になったのか。◇戦後の交通政策が今日の交

通問題を深刻化させた。◇交通政策を憲法理念から考える

英知と地方自治の精神が欠如していた。２，あらためて、

交通の意義、交通権、地域政策の理念を考える。◇交通は

人権。◇交通政策を社会全体の便益から考える。３，いつ

までも住み続けられる、持続可能な地域社会づくりのため

に◇交通権を擁護する法制度の確立。◇地方自治を尊重し

た地域交通確保法の制定。◇住民参加の自治、地域が一体

となった共同で、交通権を保障した地域交通が実現する社

会を創りあげよう。などの内容で国内外各地の実例を紹介

しながら説明されました。

第２部では、「ローカル線視察の報告」ということで、

宮野業務部長からJR九州の香椎線、日田彦山線BRT、JR西日

本の美祢線を視察した報告がされました。その後、兵庫地

域分会、大阪地区本部、京滋地域分会から報告・決意表明

がされました。

交通権を保障する
地域交通づくりを

近畿地本学習会

テーマ

２
０
２
４
年
度

年
末
手
当

〈
JR
貨
物
会
社
〉

「地域公共交通の

あり方を考える」


